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1. 事業法第27条の3の執行状況

2. 販売代理店の状況
「販売代理店の業務の適正性確保に向けた指導等の措置の実施及び
苦情相談の処理における体制の強化に向けた取組に係る要請」（2022年8月）関連
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2覆面調査関係

• 総務省殿覆面調査結果について、代理店からは端末単体販売を拒否したという回答はなかった
お客さまに対して割引条件が正しく伝わっていない可能性が考えられる
（端末単体販売には、最大2万円の回線セット販売に対する割引が適用されないことが誤認に繋がっている 等）

• 今後も各種取組みの継続・徹底に加え、お客さまに誤解を与えないよう改善に努めていく
※各種取組みは次頁参照

【当社の考え・対応】

• 販売の現場で不適切な対応が行われた要因

• 販売の現場で不適切な対応を防止するために既に講じている取組又は講じる予定の取組

• 非回線契約者への端末販売・割引提供について実施している周知・広報・説明事項

【ヒアリング事項】
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3事業法第27条の3の規律の遵守①

全体

⚫ サービス企画部門・営業部門と渉外部門間での確認フローを整備

⚫ 代理店への端末購入補助額の通知

⚫ システムでのアラート表示

⚫ 代理店/スタッフへの指導徹底（定期的な周知・研修）

端末単体
販売

⚫ 店頭広告物
✓ 回線セット・端末単体の価格の併記
✓ 回線セット・端末単体で在庫を分けていないことの明記

⚫ 在庫区分等を理由とした販売拒否を行わない取り組み
✓ 代理店/スタッフへの周知
✓ 単体販売手数料の支払い
✓ 代理店評価への反映

etc…

事業法遵守（上限2万円規制等）のため各種対応を実施

【WARNING】
割引額が2万円
超えています

※出張販売も同様の対応を実施
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※商品在庫は、お手続き内容を問わず販売します

事業法第27条の3の規律の遵守②

【店頭広告物】

回線セット・端末単体で
在庫を分けていない

ことの明記

回線セット・端末単体の
価格併記

【代理店/スタッフへの周知・研修（四半期毎に実施）】

構成員限り
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5端末購入プログラム①

代理店対応

⚫ 代理店/スタッフへの周知・研修
⚫ 独自覆面調査の実施
⚫ 店頭ツール写真報告

ユーザ対応
⚫ 各種店頭ツールでの案内
⚫ Webサイト、Myページ、重要事項説明、カタログ、DM/メール等での案内

その他対応
⚫ ITジャーナリスト/メディアへのメール配信
⚫ 国民生活センターへの説明・メール配信

端末購入プログラム（回線契約不問）の周知に関する各種対応を実施

etc…※出張販売も同様の対応を実施
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【Webサイト】

【Myページ】

「トクするサポート/トクするサポート+/新トクするサポート」は回
線契約がなくても、特典利用条件を満たせば特典利用可能です。

【重要事項説明】

【DM/メール等】

【店頭ツール】

端末購入プログラム②
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関係各位

2022年11月8日、下記の報道発表を行いました。

■“ソフトバンク”、着信音や通話音声が聞き取りやすく、家族も安心できて使いやすい「かんたん携帯
11」を11月16日に発売
https://www.softbank.jp/corp/news/press/sbkk/2022/20221108_01/?sbpr=info

機種代金の支払いがお得になるプログラム「新トクするサポート」は、対象機種を購入する場合、回線契
約の有無を問わず利用できます。また、購入時に回線を契約されていたお客さまが契約を解除された後
も、「新トクするサポート」の特典を受けられます。

【総合カタログ】

□□.................................................................................................................□□
■■■端末単体販売に関わる弊社の取り組みについて ■■■
・弊社端末購入サポートプログラム（「新トクするサポート」）については、
回線契約が条件ではなく端末購入のみで加入が可能です。
・また、回線契約者がプログラム利用中に回線解約した場合であっても、解約後も特典利用可能です。
・弊社では、お客様に対して上記内容を正確にご理解いただくため、以下のような取り組みを継続的に
行っていきます。
－HP、店頭POP、店頭ポスター等において用いる端末購入サポートプログラムのロゴの近くに回線契約
を結んでいなくても
端末購入サポートプログラムが利用可能であることを分かりやすく表示
－重要事項説明、端末購入サポートプログラム利用者向けメール・DM、Myページ等で、回線契約解
約後も特典を受けられる旨を周知
－販売代理店/スタッフへの周知・指導の徹底 等
□□.................................................................................................................□□

【ITジャーナリスト/メディアへのメール配信】

【国民生活センターへのメール配信】

端末購入プログラム③
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1. 事業法第27条の3の執行状況

2. 販売代理店の状況
「販売代理店の業務の適正性確保に向けた指導等の措置の実施及び
苦情相談の処理における体制の強化に向けた取組に係る要請」（2022年8月）関連
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9評価指標

• 適合性の原則、コンプライアンスに反する不適切な営業活動を行わないよう、代理店・スタッフ向けの周知・
研修及び覆面調査を定期的に実施

• 正当な営業努力による成果に応じた評価を実施
MNPは難易度が高く説明事項も多い、また対応時間も長いため、それらに応じた評価としている

• 評価指標について示唆される以下についての考え、対応

• ポートイン指標を中心とする極端な指標が消費者のニーズや意向に沿わない販売を生じさせている

• 不適切な勧誘の背景に極端な評価指標がある

【ヒアリング事項】

【当社の考え・対応】

構成員限り
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10評価指標

【代理店/スタッフへの周知】 構成員限り
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11コミュニケーション

• 規模の大小にかかわらず、定常的に代理店の意見を取り入れる体制を構築、代理店との丁寧なコミュニケー
ションを実施（以下具体例の一部）

• 定期的な代理店との意見交換

• 代理店/店舗スタッフからの要望や提案を募る「目安箱」の設置

• 代理店支援施策の変更等を行う際には事前に連絡（端末在庫や人員調整等準備期間を要する場合は約3か月前に連絡)

• 代理店意見・要望を踏まえ、評価制度の改定や各種サービス・オペレーション改善を実施

※二次代理店は直接キャリアと対話しないケースもあるため、ご指摘の回答があった可能性もあり

• キャリアと代理店との間のコミュニケーションについて、代理店規模の大小によって意見内容が異なる傾向に
あったことについての考え

• 代理店とのコミュニケーションの改善

【ヒアリング事項】

【当社の考え・対応】
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12出張販売

• 出張販売に特化したガイドラインを作成・展開

• 代理店・スタッフ向け（イベント会社含む）の周知・研修及び覆面調査も適宜実施

• 総務省会合等におけるご指摘を踏まえ、主に以下追加対応を実施（2022年12月）

• 研修内容の充実化（コンプライアンス研修追加）

• 接客スタッフ→登録スタッフの二重チェック徹底（ガイドラインに追加、引継ぎシートの作成）

• 端末単体販売の周知徹底 etc…

• 適合性の原則に反する営業を防止する観点から、代理店に対する適切な支援や、営業品質を担保するた
めに実施している取組み

• 代理店への指導監督措置としての対応

【ヒアリング事項】

【当社の考え・対応】
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13出張販売

【代理店/スタッフへの研修】 構成員限り
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14出張販売

【出張販売ガイドライン】 【引継ぎシート】 構成員限り
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15まとめ

代理店に対する支援や各種取組みについては、今後も継続的に実施の上、
代理店の意見や市場環境も踏まえて適宜見直しも検討していきます。

代理店は大切なパートナーであり、またお客さまと接する拠点という重要な役割
を担ってもらっており、今後も引き続き代理店と連携しながら、お客さまに選ばれ
満足いただけるよう、サービスの改善やサポートの充実を図っていく所存です。

なお、現在議論中の事業法第27条の3等の見直しについて、過剰な端末割引
規制はお客さまへの不利益だけでなく、端末販売数の激減による代理店経営の
悪化にも繋がり得ることから、この観点も踏まえて慎重に議論いただくことを要望
します。
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